
科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

222,719 70,285

現 金 及 び 預 金 209,244 未 払 金 2,710

売 掛 金 11,562 未 払 費 用 17,042

前 払 費 用 1,903 預 り 金 1

未 収 入 金 8
一年以内返済長期
借 入 金

44,088

未 払 法 人 税 等 6,443

340,366 274,692

有 形 固 定 資 産 338,971 長 期 借 入 金 274,522

機 械 装 置 338,971 預 り 敷 金 170

一 括 償 却 資 産 0 負 債 合 計 344,977

投 資 そ の 他 の 資 産 1,394

敷 金 1,394

 株　主　資　本 218,108

資  本 　金 50,000

利  益  剰  余  金 168,108

利 益 準 備 金 3,860

その他利益剰余金 164,247

繰 越 利 益 剰 余 金 164,247

純 資 産 合 計 218,108

合　　　　計 563,085 合　　　　計 563,085

 固　　定　　資　　産

 純　　資　　産　　の　　部

貸    借    対    照    表
（2022年 3月31日現在）

 流　　動　　資　　産  流　　動　　負　　債

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

（単位：千円）

 固　　定　　負　　債



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産は最終仕入原価法による。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

法人税法の規定による定額法による。 

 

３．収益及び費用の計上基準 

収益は実現主義、費用は発生主義による。 

 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転もの以外のファイナンス・リース取引について

は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

なお、未経過リース料総額は \34,220 千円です。 

 

５．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。 

 

６．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。 

 

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額  \286,139 千円 

 


